
１ 素案に関するパブリックコメントの実施結果 

（１）実施結果 

①実施期間：令和３年 11 月 26 日（金）～令和３年 12月 27 日（月）【32 日間】  

②意見総数：25 通 92 件 

③意見の対応区分：

（２）主な意見と本市の対応 

①主な意見

    素案の内容に対する意見として、本プランの基本理念に関することのほか、乳幼児健康診査や保育・

子育て総合支援センター、児童相談所、児童養護施設の運営における取組の充実を求める御意見等が寄

せられました。

  ②本市の対応 

記載内容への加筆を求める御意見などについて、一部、追記・修正を行い案に反映しました。

第２期川崎市子ども・若者の未来応援プランに関するパブリックコメント結果

と主な変更点について

資料１ 

項目 A B C D E 計 

(1)計画(素案)全般や理念・基本的な視点等に関すること １ １ ０ ２ ０ ４

(2)施策の方向性Ⅰに関すること ０ ４ ２ 22 ０ 28

(3)施策の方向性Ⅱに関すること ０  ６ １ 11 １ 19

(4)施策の方向性Ⅲに関すること ２ ４ ３ ６ ０ 15

(5)子ども・若者を取り巻く個別課題に関すること ０ ３ ８ ６ ０ 17

(6)各種計画の量の見込みに関すること １ ０ ０ １ ０ ２

(7)他計画に関すること、その他 ０ ０ ０ ０ ７ ７

合計 ４ 18 14 48 ８ 92

【対応区分】A：意見を踏まえ、反映したもの  B：意見の趣旨が案に沿ったもの
C：今後の参考とするもの     D：質問・要望で、案の内容を説明するもの   E：その他

主な意見（要旨） 市の考え方 
対応
区分

ＳＤＧｓ推進の川崎市なのに、その理念もあまり伝わ

ってきませんでしたので、ＳＤＧｓの観点からについて

も、プランに盛り込むことをお願いできたらと思います。

御意見を踏まえ、第 1章「持続可能な開発目標（ＳＤＧ

ｓ）との関連」において、ＳＤＧｓの推進に向けた姿勢等

を記載するとともに、職員一人ひとりがこれまで以上にＳ

ＤＧｓを強く意識して各事務事業に取り組むため、第４章

の事務事業ごとに、ＳＤＧｓにおける１７の目標（ゴール）

を記載しました。

Ａ



主な意見（要旨） 市の考え方 
対応
区分

未来を担う子ども・若者がすこやかに育ち成長で

きるまち・かわさきを目指して、「第２期川崎市子ど

も・若者の未来応援プラン」が確実に推進されるこ

とを期待します。 

目標の数字だけを追うのではなく、基本理念のイ

メージ図にあるように広く地域全体で支え合い見

守り合えるようなつながりが大切だと感じます。 

子どもたちが生き生きといつまでも住み続けた

い川崎市になることを期待します。

子ども・若者が健やかに育つためには、妊娠期から学齢期まで、

子どもや子育て家庭を切れ目なく、社会全体で支えていくことが重

要であることから、子育てに対する不安などを解消し、安心して子

育てできるよう、地域の人たちを巻き込みながら、それぞれの家庭

の悩みに寄り添えるしくみづくりとともに、支援が必要な子どもや

家庭を必要な支援につなげられるよう、専門的な相談支援体制など

の環境を整えるなど、誰一人取り残さないよう、子どもや子育て家

庭を支える支援の輪を広げてまいります。 

Ｂ

３歳半健診の時に専門的な視力検査を行うこと

で、小児の遠視の発見率は大幅に上がり、弱視で悩

む人も減ると思います。 

検査に必要な機材が高価ということもあり、日本

の自治体ではあまり本格的な検査を３歳半検診で

行っていないそうですが、是非川崎市にこの機材を

備えて頂くか、眼科医での精密検査を３歳半検診で

行えるようにしていただきたいです。

子どもの目の機能は、生まれてから徐々に発達し、およそ６歳ま

でに完成することから、その前に異常を早期発見し、治療を行うこ

とが重要であると考えています。 

本市では、３歳６か月時点で行っている３歳児健康診査におい

て、健診前に各家庭で調査票を用いて行う視力の確認と、健診当日

の問診及び医師の診察を行っており、その結果、詳しい検査が必要

と判断された場合には二次検査を実施しています。 

 今後も、子どもの視力異常の早期発見及び早期治療につながるよ

う、取組を推進してまいります。

Ｂ

川崎市では民営学童、自主学童の運営に対する

補助金はなく、特に自主学童に関しては運営が逼

迫しています。 

補助金をいただければ、指導員の確保も含め今

より更に良い環境を整えることもできます。 

自主学童への財政支援を強く望みます。 

（同趣旨他４件） 

本市では、保護者が就労等により昼間家庭にいない児童を含めた

全ての小学生を対象に、学校施設を活用したわくわくプラザ事業を

全小学校内で実施し、放課後の安全・安心な居場所の提供ととも

に、子育て家庭の多様なニーズにも適切な対応を図っているところ

でございます。 

本市の放課後児童健全育成事業は、わくわくプラザ事業によっ

て、子ども・若者の未来応援プランにおける量の見込みに対応でき

ることから、民間の放課後児童健全育成事業を本計画に位置付けて

おりません。 

このため、民間放課後児童クラブに対する助成は行いませんが、

引き続き、新型コロナウイルス感染症対応経費の補助のほか、下水

道使用料の減免措置、廃棄物の社会福祉関係施設等に係る事業系一

般廃棄物収集認定による支援及び各種の情報提供等の施設運営に対

する支援を行ってまいります。 

Ｄ



主な意見（要旨） 市の考え方 
対応
区分

保育・子育て総合支援センターでは、「地域子

育て支援センター」や「認可保育園の一時保育」

とは別の枠組みで、地域子育て支援の充実を図

ることになるのでしょうか。 

地域子育て支援センターの運営団体や一時預

かりを行っている保育園等と保育・子育て総合

支援センターの連携があればよいと思います。

また、訪問型の子育て支援が求められている

ことも踏まえ、専門職による支援に加え、地域に

住む人たちを子育て支援の担い手として巻き込

んでいくような支援が必要であり、地域の子育

て支援をコーディネートするような役割が組み

込まれるとよいと思います。 

保育・子育て総合支援センターが実施する地域子育て支援センター事

業及び一時保育事業は、事業内容としては民間施設等と同一の枠組みに

おいて実施しておりますが、保育・子育て総合支援センターでは、「公

立保育所」、「地域子育て支援センター」、「区保育総合支援担当」が一体

となって機能強化を図ることで、より効率的、効果的な支援を展開する

ものでございます。 

また、子育て支援センターの運営団体や一時預かりを行っている保育

園等との連携については、保育・子育て総合支援センターで連絡会を開

催し、課題の共有や情報提供の場を設けております。 

さらに、保育・子育て総合支援センターでは、専門職による相談支援

等、子育て家庭に寄り添った支援に加え、ボランティア養成講座等を実

施しており、子育て支援のネットワークづくりに取り組むとともに、「保

育・子育て支援拠点」として、地域の関係機関との連携しながら、子ど

も・子育て支援を推進してまいります。 

Ｂ

第２章の図表２５が示しているのは、「社会的

養護の下にある児童数推移」ではないか。

御意見の趣旨を踏まえ、素案で示している図表２５（変更後は図表２

７に該当）は現在里親家庭や施設で生活をしている児童数の推移である

ため、タイトルをその趣旨に沿ったものとしました。

Ａ

第２章の図表２６について、国や調査機関等

のアンケートでも属性を分けて記載されてお

り、それをもとに提言や政策立案がなされてい

ると理解している。属性ごとのアンケート結果

を表記することが望ましいと考える。

御意見の趣旨を踏まえ、図表２６（変更後は図表２８に該当）を属性

ごとの表記としました。

Ａ

児童相談所において、分離を担当する職員と、

再統合を担当する職員をある程度分けること

で、再統合を進める際の実親等関係者の協力も

得られやすくなると考えられ、ケースをシーム

レスに見守る立場のケースワーカーの業務につ

いて、専門的知見から支援する職員をさらに配

置してほしい。

本市においては、現在、一時保護等の介入時から家族再統合まで継続

かつ一貫した支援を行うことができるよう、地区担当の児童福祉司を相

談調整担当の児童福祉司がサポートしながら組織的に対応しています。

一方、増加する児童虐待相談・通告に対応する中で、経験の少ない職

員の人材育成などを課題と認識しており、今後は、児童相談所職員の人

材育成計画との整合性を図りながら、「介入」と「支援」を分離する児

童福祉法改正の趣旨を踏まえ、本市の実情にあった児童相談所の体制の

あり方について検討してまいります。

Ｃ

児童養護施設では、新生児を含む６か月未満

の入所児童が増加し、夜間の授乳、呼吸チェッ

ク、病児対応等で職員は仮眠をとれない状態で

夜間勤務に当たっている現状がある。夜勤体制

の改善が求められる。 

２４時間３６５日の運営が求められる施設においては、日勤者及び夜

勤者の体制を確保することもなかなか難しいことから、入所する乳児等

が 1日を通して安心で安全に生活できる環境づくり向けて、施設職員の

処遇改善等の検討を進めてまいります。

Ｂ

「里親委託率対象児童」と「里親等への委託可

能性がある児童」の用語が記載されているが、違

いが判らなかったので、区別できるような説明

を追記してほしい。

「里親委託率対象児童」については、国の示す里親等委託率の対象と

なる児童数であり、措置児童全体から算定対象外となる児童心理治療施

設、児童自立支援施設等の入所児童数を控除した数を示しています。御

意見の趣旨を踏まえ、第６章の「代替養育の量の見込みと代替養育体制

の確保及び家庭養育の推進」に明記しました。

Ａ



２ 案からの変更点 

（１）パブリックコメントによる市民意見を踏まえた変更 

変更の概要 変更内容【変更後】 【変更前】 

ＳＤＧｓに関する要望を踏まえ、第

1章「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）
との関連」において、ＳＤＧｓの推進

に向けた姿勢等を記載するとともに

第４章の事務事業ごとに、ＳＤＧｓに

おける１７の目標（ゴール）を記載

（Ｐ５） 

職員一人ひとりがこれまで以上に

SDGsを強く意識して各事務事業に取

り組むとともに、本市が進める各事務

事業と SDGsとの関係をより市民に分

かりやすく伝えるため、各事務事業が

関連する SDGsのゴールを示していま

す。SDGsの推進に向けた姿勢とし

て、本計画に掲げる各事務事業を進め

るにあたっては、職員一人ひとりが持

続可能なまちづくりや、誰一人取り残

さないこと、多様なステークホルダー

との連携など、SDGsの趣旨を十分に

理解しつつ、将来のあるべき姿を描き

ながら各事務事業を進めます。

（Ｐ５） 

本計画においても、持続可能なまち

づくりや、誰一人取り残さないことな

ど、SDGsの趣旨を踏まえ、各事務事

業を進めるとともに、市民、企業、団

体等の多様な主体との連携や関係部署

相互の連携の強化を図り、経済・社

会・環境の三側面の調和や統合的な向

上をめざした取組を推進します。

第２章の図表２５のタイトルを実

態に即した表現とすべきという意見

を踏まえ、図表２５（変更後は図表２

７）のタイトルを変更

（Ｐ３２） 

図表２７ 社会的養護の下にある児童

数推移（市）

（Ｐ３１） 

図表２５ 社会的養護を必要とする児

童数推移（市） 

第２章の図表２６について、属性ご

とのアンケート結果を表記すること

が望ましいという意見を踏まえ、図表

２６（変更後は図表２８に該当）を属

性ごとの表記に変更

（Ｐ３２） 

「児童養護施設」、「児童心理治療施

設」、「養育里親」の属性ごとに分け

て表記

（Ｐ３１） 

（属性ごとの記載なし）

「里親委託率対象児童」の説明を追

記してほしいという意見を踏まえ、用

語の説明を追記

（Ｐ２６２）

※ 里親等委託率対象児童数とは、国

の示す里親等委託率の対象となる児童

数であり、措置児童数全体から算定対

象外となる児童心理治療施設、児童自

立支援施設、児童自立生活援助事業（自

立援助ホーム）入所児童数を控除した

人数をいいます。

（記述なし）

※下線は変更箇所



（２）社会動向や関連計画の進捗状況等を踏まえた変更 

  その他、予算案の反映、用語・用字の修正などを行っています。

※下線は変更箇所

変更の概要 変更内容【変更後】 【変更前】 

令和２年の国勢調査が公表された

ことを踏まえ、第２章 「（２）核家族

化」の記載に、令和２年の国勢調査結

果を反映

（Ｐ１９） 

平成２（1990）年の約２６万世帯か

ら令和２（2020）年には約３７万世帯

に増えています。また、単独世帯も一

貫して増加しており、令和２（2020）

年には約３４万世帯となっています。 

（Ｐ１９）

平成２（1990）年の約２６万世帯か

ら平成２７（2015）年には約３５万世

帯に増えています。また、単独世帯も

一貫して増加しており、平成２７

（2015）年には約２９万世帯となって

います。 

令和２年の国勢調査が公表された

ことを踏まえ、第２章「（２）ひとり親

家庭を取り巻く状況」に、令和２年の

国勢調査結果を反映

（Ｐ２６） 

本市における母子世帯及び父子世帯

の世帯数の推移を見ると、令和２

（2020）年に母子世帯数は６，３６０

世帯、父子世帯数は１，０９３世帯と

なりました。 

（Ｐ２６） 

本市における母子世帯及び父子世帯

の世帯数の推移を見ると、平成２７

（2015）年に母子世帯数は７，３２３

世帯、父子世帯数は１，３０５世帯と

なりました。

 川崎市犯罪被害者等支援条例の制

定を踏まえ、第５章「３困難な課題を

抱える子ども・若者への支援の推進」

に、事故などにより困難な状況に陥っ

た子ども・若者への対応について明記

（Ｐ２００）

 また、事件や事故、災害、病気など

により、傷ついたり、大切な家族を失

うといった困難な状況に陥った子ど

も・若者への対応のほか、ヤングケア

ラーなど、周囲から見えづらく支援の

手が届きにくい新たな課題も表出して

います。

（Ｐ１９８）

また、ヤングケアラーなど、周囲か

ら見えづらく支援の手が届きにくい新

たな課題も表出しています。

 第６章「ク 放課後児童健全育成事

業」において、児童・生徒数、学級数

の長期推計の確定値が示されたため、

量の見込みを再計算し反映

（Ｐ２５１）

令和４（2022）年度 １０，４５９人

令和５（2023）年度 １１，４３１人

令和４（2024）年度 １２，３６３人

令和４（2025）年度 １３，１８２人

（Ｐ２２５）

令和４（2022）年度 １０，３８６人

令和５（2023）年度 １１，３８２人

令和４（2024）年度 １２，３０９人

令和４（2025）年度 １３，１４６人

第６章ス（イ）「地域における小学

校就学前の子どもを対象とした多様

な集団活動事業の利用支援」について

は、令和３年度から実施しており、直

近の申請状況を踏まえ、年間利用人数

は横ばいで推移するものとして量の

見込みの考え方を修正

（Ｐ２５７）

令和４（2022）年度 １７１人

令和５（2023）年度 １７１人

令和４（2024）年度 １７１人

令和４（2025）年度 １７１人

（Ｐ２５７）

令和４（2022）年度 ８６人

令和５（2023）年度 ８１人

令和４（2024）年度 ７７人

令和４（2025）年度 ７４人


